
１． 環境保全基金の残高等

②

③

④

⑤

⑥

２． 保有割合

⑧

⑨

⑩

保有割合の算定根拠　

運用型：運用益見込額÷事業費（次年度見込額）　

取崩型：基金残高÷事業費（次年度から終了年度までの見込額）

３． 国庫補助金相当額の国庫返還の可否（運用型はすべて、取崩型は２．保有割合が１以上の場合に限る。）

⑪

⑫

⑬

⑭

４． 事業一覧

合計 一般財源等 基金充当額

1 2,545,000 450,000 2,095,000 79% 2,095,000 6,285,000

2 80,573 0 80,573 73% 90,000 270,000

3 15,432,382 0 15,432,382 88% 15,808,000 47,424,000

6 3,194,680 0 3,194,680 73% 3,080,000 9,240,000

7 469,480 0 469,480 91% 486,000 1,458,000

8 80,960 0 80,960 49% 92,000 276,000

10 2,186,000 0 2,186,000 71% 2,186,000 6,558,000

11 768,050 768,050 64% 2,061,000 6,183,000

12 2,099,191 2,099,191 67% 2,430,000 7,290,000

13 1,514,848 14,848 1,500,000 71% 1,500,000 4,500,000

14 4,343,994 96,000 4,247,994 71% 2,444,000 7,332,000

15 360,000 360,000 65% 360,000 1,080,000

16 59,503 24,503 35,000 99% 35,000 105,000

17 100,000 100,000 76% 100,000 300,000

18 3,585,136 3,585,136 59% 4,304,000 12,912,000

19 2,190,000 0 2,190,000 63% 2,190,000 6,570,000

21 1,700,000 0 1,700,000 51% 1,700,000 5,100,000

40,709,797 585,351 40,124,446 40,961,000 122,883,000

５．基金事業の目標に対する達成度

返還が困難である理由 令和９年度まで事業実施を行う予定であり返還可能額が確定しないため。

使用見込額を上回る資金の国庫補助金相当額
の国庫返還の可否

否

返還可能額

返還時期

（別紙）

金額（単位:円） 備　考

①

基金総額（前年度末基金残高） 238,033,074

内訳

うち、国費相当額 119,016,537

うち、地方負担相当額 119,016,537

基金運用益 4,055,386

うち、負担附寄附金等 0

その他収入 0

負担附寄附金等 0

返納額 0

基金執行額（処分額） 40,124,446 内訳は下表のとおり

⑦

基金残高 201,964,014 （＝①＋②＋③＋④－⑤－⑥）

内訳

うち、国費相当額 100,982,007

うち、地方負担相当額 100,982,007

うち、負担附寄附金等 0

=（⑧／⑨）

次年度の基金類型 取崩型 金額（単位:円） 備考

基金残高 201,964,014

事業費（次年度から終了年度までの見込額） 122,883,000

保有割合 1.644

うちエコ診断推進事業

地球温暖化防止活動推進事業

合　　　計

森の環境学習推進事業

事業費
（終了まで）

地球環境時代に適応した新しいﾗｲﾌｽﾀｲﾙ展開推進事業

人と環境が適正な調和を保つ環境適合型社会づくり推進事業

ライフステージに応じたひょうご人材育成事業

事業費
（次年度）

番号 事業名
事業費

備考 達成度

再生可能エネルギー相談支援ｾﾝﾀｰ運営業務

運行規制地域内での二酸化窒素低減対策事業

アスベスト適正処理啓発事業

成果実績 令和6年10月に点検・評価を実施

目 標 値 11か年（H29～R9）

達 成 度 71%

成果指標

兵庫県環境基本計画の着実な実践と点検・評価の実施及び公表

生物多様性ひょうご戦略の推進

アライグマ・ヌートリア対策事業

狩猟者の確保・育成推進事業

動物愛護思想普及啓発事業

獣害対策技術等普及事業

オゾン層保護対策推進事業

瀬戸内海及び河川等の環境保全体制推進費

緑化推進普及啓発事業


